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１．はじめに 

（１）背景 
文化庁では、平成29年改正の文化芸術基本法において、生活文化のひとつとして食文化

の振興を掲げており、同法改正以前から日本の食文化振興に関与してきた農林水産省と連

携し食文化を文化芸術のひとつとして推進することとしている。 

これを踏まえ、文化庁では、令和２年度に、文化審議会に食文化のワーキンググループを

設置し、振興の方向を検討、その取りまとめを行った（令和３年３月報告書「今後の食文化

振興の在り方について～日本の魅力ある食文化を未来につなげるために～」）。この報告書

において、食文化の研究基盤の構築とその体制について、下記の課題が挙げられた。 

 

食文化ワーキンググループで挙げられた食文化振興の課題（一部抜粋） 

 

こうした課題認識を踏まえ、目指すべき姿の１つとして「食文化研究の基盤が構築され学

術的知見が集積・活用される」ことを提示するとともに、そのための基本方針として「食文

化に関する調査・研究の推進」が設定されている。 

本報告書で提案する「プラットフォーム」（以下、図表中で省略する場合、「PF」と表記）

は、この枠組みに則って構想されるものであり、文化庁及び農林水産省などの他の食文化振

興施策と連携し、他の振興を、食文化に関わる知の提供という側面から、促進していく役割

を果たすことが期待される。 

 食文化ワーキンググループの取りまとめと、各種施策の位置づけとを、図１に整理した。 

研究基盤の構築 

・ 一つの学問領域として食文化を総合的に研究する体制が成熟していないのではないか 

・ 既存の調査記録へのアクセスが容易ではない 

・ 大学や研究機関の中よりも、地域を含め民間に知見が蓄積されている分野であり、こうした知見を

集約することが必要ではないか 

・ 食文化の研究者がその成果を発表し評価される機会や研究者同士が交流する場が少ないのでは

ないか 

推進体制 

・ 各地の食文化の担い手間の連携が弱いのではないか 

・ 担い手だけでなく、料理人団体、食品製造関係者、研究機関、行政等食文化に関わる産官学の

多様な関係者を巻き込む取組が不十分ではないか 

・ 地域において関係者が交流するきっかけが少ないのではないか 
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図１ 食文化振興施策全体における今回の食文化研究振興検討の位置づけ 

 

（２） 事業の目的と趣旨 

食文化振興の取組を促進するプラットフォーム（以下「食文化振興プラットフォーム」と

いう。）の構築を目的に、研究者を含む幅広い関係者に有用な情報の集積、それらの情報へ

の容易なアクセス環境の提供及び幅広い関係者の交流・連携の場の創出等について、実態、

関係者の意向、課題等を把握するとともに、食文化振興プラットフォームの構築に向けた具 

体的な課題、方策等を検討する。 

 

（３） 実施内容と実施体制 

 食文化の研究者や実業として食文化に携わる者、多様な関係者が連携し知を共有する枠

組みを作っている者等の有識者から成る検討委員会を設置し、検討委員会からの意見を踏

まえて現況調査を進めるとともに、現況調査結果を踏まえた検討委員会からの提案をまと

めた。また、検討委員会からの提案に対する補足調査を実施した。それぞれの詳しい内容を

以下に記載するとともに、実施体制を図２に整理した。 

 

 



 3

① 食文化振興プラットフォーム検討に向けての現況調査 

食文化振興の取組に有用な情報、アクセス改善の在り方、関係者の交流・連携の場に

ついて、実態、関係者の意向、好事例等を把握するため、研究者等へのアンケート調査、

ヒアリング調査、デスク調査を事務局で実施し、結果をまとめた。調査は、本事業下に

設置した検討委員会からの助言、調査先紹介等の協力を得て行った。 

② 食文化振興プラットフォーム構築に向けた提案（検討委員会の提案） 

現況調査の結果を踏まえ、食文化研究及び食文化振興における課題を整理した。また、

課題解決に貢献する食文化研究及び食文化振興の推進のためのプラットフォームの方

向性について、検討委員会の提案をまとめた。 

③ 現況調査結果・検討委員会からの提案に対する補足調査 

現況調査結果及び検討委員会からの提案を踏まえ、次年度以降の施策展開に資する補

足の調査及び検討を実施した。 

 

 

 

 

 

図２ 本事業の実施体制 

 

（４） 実施期間 

 令和3年10月14日～令和４年３月18日 

 

検討委員会 
会議（全４回）等を通じた 

・食文化研究と振興に係る情報提供 

・現況調査に係る助言・調査先紹介等の協力 

・食文化振興プラットフォーム構築に向けた提案 

事務局 
（文化科学研究所に文化庁より業務委託） 

・検討委員会運営 

・現況調査の設計・実行・結果集約 

・検討委員会の提案を踏まえた補足調査 
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【参考１】検討委員会 

▶検討委員名簿（敬称略・姓５０音順） 

氏名 所属・役職等 

石田 陽介 

（いしだ ようすけ） 
株式会社ノットワーク代表取締役 

伊藤 信博 

（いとう のぶひろ） 

椙山女学園大学 

国際コミュニケーション学部表現文化学科教授 

熊谷 真菜 

（くまがい まな） 

食文化研究家、日本コナモン協会会⾧ 

全日本・食学会理事 

道頓堀たこ焼連合会、大阪鉄板会議主宰 

【座⾧】 

佐藤 洋一郎 

（さとう よういちろう） 

京都府立大学 

京都和食文化研究センター副センター⾧ 

文学部特別専任教授 

和食文化学会理事・編集委員 

ふじのくに地球環境史ミュージアム館⾧ 

清野 健 

（せいの けん） 

鶴岡市 

企画部食文化創造都市推進課課⾧ 

de St. Maurice Greg 

（デサンモーリス グレッ

グ） 

慶應義塾大学商学部専任講師 

Association for the Study of Food and Society・Vice 

President 

中澤 弥子 

（なかざわ ひろこ） 

⾧野県立大学健康発達学部食健康学科教授 

一般社団法人日本家政学会食文化研究部会副部会⾧ 

一般社団法人和食文化国民会議理事、調査・研究部会⾧ 

和食文化学会理事、企画委員会委員 

宮田 久司 

（みやた ひさし） 
合同会社久悦代表社員 

和田 雅昭 

（わだ まさあき） 

公立はこだて未来大学システム情報科学部教授 

マリンIT・ラボ所⾧ 
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▶検討委員会開催概要 

回・日時・開催方法 次第 

第1回 

令和３年11月１日(月)  

13時～15時 

令和３年11月５日(金） 

16時～18時 

いずれもオンライン会議 

１．文化庁あいさつ 

２．委員紹介 

３．事務局より説明及び意見交換 

（１）本事業の位置付け 

（２）本事業の進め方（案） 

第2回 

令和３年12月21日（火） 

13時～15時 

文部科学省会計課会議室 

（オンライン会議併用） 

１．【導入】第１回のご意見の振り返りと本日の目的について   

２．【話題提供１】ユネスコ食文化創造都市 鶴岡市の取組 

鶴岡市企画部食文化創造都市推進課課⾧ 清野委員 

【意見交換】 

３．【話題提供２】コナモンの調査・研究、普及活動について 

 日本コナモン協会会⾧ 熊谷委員 

【意見交換】 

４．【報告】現況調査の進捗状況について          

第3回 

令和４年２月９日（水） 

10時～12時 

オンライン会議 

１．【報告】現況調査の概要及びこれまでいただいたご意見と

課題の整理 

２．【論点整理】プラットフォーム検討の論点 

３．【意見交換】プラットフォームの方向性、振興政策アイデ

ィア 等 

第4回 

令和４年３月１日（火） 

13時～15時 

オンライン会議 

１．【事務局説明】食文化振興を促進する「プラットフォーム」

の構築に向けた提案について（検討委員会取りまとめ） 

２．【意見交換】提案（検討委員会の取りまとめ）について 

３．【事務局説明】事業報告書の構成（案）について 
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【参考２】本事業で検討する食文化振興プラットフォームの前提 

▶対象とする食文化の範疇とステークホルダー 

本事業で検討する食文化振興プラットフォームにおいて対象とする食文化やそのステー

クホルダーは、可能な限り幅広く取り扱い、多様性の尊重を旨とする。 

具体的に、対象とする食文化については、日本の食に関わる多様な文化全般とし、要素と

して、素材、料理、調理方法、技術、風習風俗、作法、用具・器具・食器、思想など食に関

わるもの全てを含むこととする。また、古くに確立したものに限定せず（例:明治期以降に

日本に移入・発展したものも対象となる）、内容的にも、現時点で経済的・社会的に必ずし

も評価しにくいものも除外しない。 

また、対象とするステークホルダーは、大学などの研究機関で食文化に関わる調査・研究

をしている人だけでなく、生産者、食関連産業の従事者、行政、その他食育関係者、マスコ

ミ、一般社会において食文化に関心を持つ人も含め、広く食文化の振興に関わりがある人を

包摂的に対象とする。 

 

▶対象とする活動（想定） 

食文化の研究及び振興の活動を、便宜的に、図３に示す３つのステップに整理した。 

第１のステップは、研究者だけでなく、食に関わる多様な関係者が連携して行う幅広い調

査・研究である。既存の学問領域を飛び越えた学際的、文理融合の研究に止まらず、メーカ

ー、流通、料理人、さらには一般の人までを柔軟に巻き込んだ調査・研究を行い、社会に散

在する食・食文化に関わる知を集め、新たな知の構築をめざす。第２のステップは、歴史性

や文化財としての魅力／芸術的な美しさ／他にない創造性やユニークネス／地域の独自性

やアイデンティティ／健康やウェルビーイング上の価値／持続可能な未来をもたらす可能

性など、食文化が持ちうる価値を可視化する。第３のステップでは、実際の食文化の振興活

動に寄与する。例えば文化財としての保護・活用や地域と連携したアート活動などの文化領

域における振興、食育や食をツールとした地域の絆づくり・コミュニティの活性化などの社

会領域における振興、そして観光・商業、食品工業、第一次産業など多分野における経済領

域の振興を力強く進める鍵となっていく。そして、こうした振興活動自体が、食文化研究を

さらに深めることで第１のステップに戻っていき、研究と振興が循環的に進んでいく。 

本事業で検討する食文化振興プラットフォームは、上記の各ステップの活動をそれぞれ

促進するとともに、その好循環を促進することを目指すものと設定して、本事業をスタート

した。 
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図３ 本事業における食文化振興プラットフォームの目指す姿のイメージ 
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2．食文化振興プラットフォーム検討に向けての現況調査  
 

この章では、食文化振興プラットフォームの方向性検討にあたり実施した研究者等へのア

ンケート調査、好事例・ニーズに関するヒアリング調査、団体に関するデスク調査の結果に

ついてとりまとめた。これらの調査は、方向性検討の参考となる情報や知見を収集するため

のものであり、食文化振興の取組に有用な情報、アクセス改善の在り方、関係者の交流・連

携の場の現状における実態、関係者の意向、好事例、ニーズ等の把握を狙いとして実施した

ものである。なお、調査に際しては、本事業下に設置した検討委員会からの助言、調査先の

紹介等の協力を得ることで、調査内容の適正化と円滑な推進を図った。 

 

（１）調査の概要 
 

① 研究者等へのアンケート調査 

食文化に関する調査・研究において情報源となる有用な情報の集積、それらの情報への容

易なアクセス環境の提供、幅広い関係者の交流・連携の場の創出等について、望まれる支援

の在り方等を把握することを目的として、研究者を含む食文化の調査・研究に携わる者を対

象にアンケート調査を実施した。 

＜アンケートの主な内容＞ 

・調査研究の手段・手法、資金源 

・異なる専門領域・立場の関係者との連携状況 

・データ収集・分析の手段・ツール、使い勝手のよいデータ集積サービス・施設 

・発表・発信・評価等の機会 

・調査研究に求められる支援、調査研究を進める上での課題・対策 

・調査研究に役立つ文献、アドバイス 

・調査研究の重要テーマ 

・文化庁への要望 

・回答者の属性情報、実績 

 

なお、調査票は、報告書の巻末の資料編を参照のこと。 
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＜アンケートの対象者＞ 

 食文化（注*1）に関して、自ら調査・研究（注*2）を行い、その結果を公表（注*3）

したことのある方とし、その旨を調査票とともに、依頼文にて案内した。 

注*1:日本の食に関わる多様な文化全般（古くに確立したものに限定せず、近代に日本に

移入・発展したもの、現時点で評価しにくいものなども含む。料理だけでなく、素材、調

理方法技術、風習風俗、作法、用具・器具・食器、思想など全般を含む）。 

注*2:何らか「資料／データを集めて整理する」行為全般（学術的なものに限定しない）。 

注*3:とりまとめた結果が、不特定多数が目にする媒体（雑誌、書籍、学術誌、大学紀要、

報告書等。インターネット上の記事寄稿を含む）に掲載される等、一般に公表されている。 

 

＜配布・回答方法・回答数＞ 

 下記の団体に対し、団体帰属者による回答への協力を要請し、回答は、回答者が調査票に

入力後、メール添付で返信いただく方法とした。また、回答数は43件となった。 

 

＜アンケート依頼先団体＞ 

・和食文化学会 

・（一般社団法人）全日本・食学会 

・（特定非営利活動法人）日本料理アカデミー 

・（大学共同利用機関法人）人間文化研究機構のうち、総合地球環境学研究所 

 国立歴史民俗博物館、国立民族学博物館 

・日本伝統食品研究会 

・食文化環境未来プラットフォーム 

・（一般社団法人）日本家政学会 食文化研究部会 

・（一般社団法人）日本調理科学会 

・立命館大学食マネジメント学会  

・日本食生活学会 

・日本フードシステム学会 

 

＜アンケート実施期間＞ 

 令和3年12月15日～令和４年1月12日の期間で、団体ごとに調整でき次第実施 
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② 好事例・ニーズに関するヒアリング調査 

食文化振興プラットフォームのあり方を検討する上で参考となる食文化振興事例につい

て、詳細を把握することを目的として、各事例の関係者やキーパーソンと思われた者等に、

ヒアリング調査を実施した。ヒアリングの対象と整理の方法は、以下のとおり。 

 

▶好事例ヒアリング 

何らか、調査・研究の成果を活かしている可能性が伺えた食文化振興事例について、関係

者にヒアリングを実施した。ヒアリング結果は、事例ごとに、調査・研究の成果が、文化・

社会・経済活動において実際に活かされるまでの3STEPの枠組みに整理しまとめた。 

 

 

 

 

 

 

なお、この他に、検討委員会（第２回）において、熊谷委員と清野委員より、それぞれの

取組みについて「話題提供」いただき、食文化振興をめぐる状況や課題の検討に繋げた。 

 

▶ニーズヒアリング 

文化・社会・経済活動を行っている食関係者（*注）に、それぞれの活動内容と課題等に

ついてヒアリングを実施し、その概要を、事例ごとに、以下の枠組みでまとめた。 

・活動の内容、背景 

・自身又は日本の食（文化）振興活動における課題、対策、今後 

・食文化振興PFへの期待、事務局がPFの参考になると感じたポイント（活動への調査・

研究の活用等） 

*注:食関係者の選定においては、多様な活動におけるニーズが捉えられるよう努めた。 

  

STEP1

⾷ ⽂化に係る

調査・ 研究

STEP3

可視化された価値を活⽤

した⽂化・ 社会・ 経済活動

STEP２

研究・ 調査成果を踏まえた

多様な価値の可視化

＜調査・ 研究＞ ＜成果の活⽤＞

好事例のとりまとめ⽅︓3つのSTEPを枠組みとして整理



 
 

 11 

▶ヒアリング⼀覧（敬称略） 

区分 表題 伺い先 

好事例ヒアリング 
①⽂理融合の学統が⽣み

出した⼭形の⾷⽂化振興 
⼭形⼤学農学部 教授 江頭宏昌 

同上 

②和⾷⽂化の特徴のひと

つ、うま味の国内外への

普及・啓発 

特定⾮営利活動法⼈うま味インフォ

メーションセンター 

理事 澤晶⼦ 

コンサルタント ⼆宮くみ⼦ 

同上 

③酒⺟のルーツ、菩提酛

の復元 

奈良県産業振興総合センター 

統括主任研究員 ⽴本⾏江 

奈良県菩提酛による清酒製造研究会 

菊司醸造株式会社 蔵元 駒井⼤ 

同上 

④ABCクッキングスタジ

オの地域ブランディング

事業 

株式会社ABC Cooking Studio 

スタジオ事業戦略部 粟野幸恵 

法⼈事業部 渡部菜採 

法⼈事業部 峯博⼦ 

同上 
⑤「諏訪学給⾷」の展開 諏訪市⽴諏訪南中学校 栄養教諭 

 北村準平 

同上 

⑥鴨川地区における良品

計画の「地域に巻き込ま

れる」取り組み 

株式会社良品計画 

広報・ESG推進部広報課 ⼩貫円華 

千葉・会津事業部 課⻑ ⾼橋哲 

同上 

⑦昆⾍⾷によるサステナ

ビリティを⽬指すコオロ

ギせんべい 

株式会社良品計画 

広報・ESG推進部広報課 ⼩貫円華 

⾷品部 商品開発担当部⻑ 神宮隆⾏ 

同上 

⑧公⽴はこだて未来⼤学

和⽥雅昭教授 マリンIT

ワークショップ 

公⽴はこだて未来⼤学 

システム情報科学部 教授 

マリンIT・ラボ 所⻑ 

和⽥雅昭 
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区分 表題 伺い先 

ニーズヒアリング 

⑨クックパッド社  

住朋享氏インタビュー 

クックパッド株式会社 

事業開発部 Cookpad Ventures 

グループ⾧ 住朋享 

同上 
⑩バリューマネジメント社 

丸岡直樹氏インタビュー 

バリューマネジメント株式会社  

丸岡直樹 

同上 
⑪dancyu 編集⾧  

植野広生氏インタビュー 

dancyu 編集⾧ 

植野広生 

同上 
⑫フードデザイナー  

中山晴奈氏インタビュー 

フードデザイナー 

中山晴奈 

同上 

⑬魚介フレンチabysse 

オーナーシェフ  

目黒浩太郎氏インタビュー 

abysse オーナーシェフ 

目黒浩太郎 

 

 

③ 団体に関するデスク調査 

食文化研究・振興活動に携わる諸団体の現況把握を目的として、食文化関係の国内の主

要な団体について、インターネットによるデスク調査を行った。また、各団体の提供機能

の一部を分類し表にまとめた。 

 

＜調査期間＞ 

令和３年11月30日～令和3年12月8日 

 

＜調査項目＞ 

・所在地・連絡先 

・概要・沿革 

・事業内容:調査・研究支援、交流・連携支援、食文化振興支援の提供状況 

・運営状況:収支状況・理事プロフィール等 

・調査・研究支援、交流・連携支援、食文化振興支援 

 ※各団体公式ウェブサイトを参照して調査 
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＜調査対象団体＞ 

・（公益財団法人）味の素食の文化センター 

・（公益財団法人）浦上食品・食文化振興財団 

・（一般社団法人）日本家政学会  食文化研究部会 

・（一般社団法人）日本調理科学会 

・和食文化学会 

・（一般社団法人）全日本・食学会 

・（特定非営利活動法人）日本料理アカデミー 

・（一般社団法人）和食文化国民会議 

・（一般財団法人）日本食生活文化財団 
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（２）研究者等へのアンケート調査の結果  
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▶発酵食品
発酵食品の生産・流通・利用、発酵食品の菌叢と生産者の在来知、地域資源と発酵食品、発酵食品（大豆発酵食品）の起源
発酵食品データベースの構築、公開（https://ffdb-pub.rad.naro.go.jp/）

▶その他、個別の領域や手法の研究
食材の持つ素朴なうま味や無視されやすいファイトケミカルの効能。さらにそれを活かす調理と調理方法
食べ残し文化。寄付文化。
食文化の発信と教学テクニック
こころと身体をつなぐメディアとしての味覚研究:食の「質」をふまえた食教育の検討 並びに、日本食・食文化の海外普及戦略 海外における食文化の戦略的調査
検討
調理されたものをどのようにして工業的に所謂インダストリーにはめ込めるか。
特に水産物について、保存技術などに関心があります。とくに寿司・刺身や練り製品のを調べています。
煮物調理の調理方法と食材の変遷、調理器具の違いによる小売りの特性、時短調理器具の調理特性
懐席料理に使われるうつわについて、季節のしつらえについて、文化的背景など
食文化政策、食文化教育政策
飢饉など災害時と対策（救荒食物など）
従来の食嗜好（志向）と、現代人の食嗜好（志向）の違いについて 食から得られる幸せ度数 食文化が未来への投資 など

▶歴史研究
古代の食生活の実態および食品生産技術
日本古代の甘味料を用いた食文化、文学に見える食文化、過去の食文化の現代の伝統食への影響
御師料理 ベトナムの食文化 日本の食の歴史 食具 食環境 無形遺産の保存と継承
古代国家の税制から窺える食文化と地域の生産
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▶料理人との連携
陶芸家との勉強会・現代美術アーティストと共同での大学での授業・料理人との研究企画・東京護国寺での展覧会の開催。
料理人と東京農業大学との連携。
シェフと支える放牧牛肉生産体系確立事業
料理人による地域特産品の顕彰制度（beans47 全日本・食学会）。
実際に一般消費者と接している、プロの料理人との取り組みを行うことで、食文化を考察することができた。

▶多面的な連携
海外の食文化等の研究所又はそれに準ずる博物館・美術館・料理人養成所等メンバーとの学術的交流、海外民間食品会社研究所関連の学習会等への参加と交流 海外
から招聘した料理人との交流会
1．異なる地域の食文化研究者との共同研究 2．同じ地域で、食以外のテーマを主に研究する文化人類学者との共同研究 3．家政学・調理学・社会学・歴史学等、
異なる学術領域で食文化を研究している研究者との共同研究やフォーラムなどの学術交流 4．産官学の連携として、ハラールをめぐっての意見や情報の交換、セミ
ナーやシンポジウムの共同開催 5．諸外国における家電製品の使い方をめぐる家電企業関係者と各地の食文化を研究する研究者の共同研究
・中学生を巻き込んだプロジェクト、・近隣住民（親子向け）のイベント、・東京でのイベント開催、・他大学と連携したイベント開催、・日本料理店との新レシピ
開発、・イタリアの現地シェフとレシピ開発、・他大学での成分分析への協力等。
漁業現場の課題に対応するには、ステークホルダー間の意思疎通が重要だが、漁師、漁業団体、仲買人、自治体役人、研究者、消費者などで用いる用語や価値観に相
違が多く、誤解を生み混乱のもととなる。そのため中間にインタープリター（通訳）が必要で、その役割を担うことが多い。
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▶振興面での成果
非常に複雑なオペレーションをIT関連、連携する各企業、集客などあらゆる面でオーガナイズを容易にしてくれた。
隠れた郷土料理、伝承料理、家庭料理を掘り起こすことができた。特に、消えつつあるものを次世へ残すことができたように思う。
アカデミックと実践の融合。今まで、料理人と大学等の研究者は関わり合いがあまりなく、それぞれの世界での成果が共有されてこなかった。
そのことで、アカデミック側は、実際にどのような味になるかなどの実証があまりされず、一方料理人側は美味しい物を作るが、それを説明
や科学的考察など、科学的手順を踏んでいないために、後世に残りにくかった。そのことから、東農大は醸造科、栄養科など食に関する学部
が多く、料理人との共同研究することで、食文化の継承がされていくと考えています。
クオリティーの高い農産物を生産・輸出しているスペイン・フランス・イタリア・カナダを中心とした食料自給率の高い国々において、食の
クオリティーを維持・伝承する構図を目の当たりにすることができた。
明石におけるイカナゴのくぎ煮普及を通じた資源管理と市場開拓、下水処理場の排水と海苔養殖漁業の共存などで、漁師と行政、市民の利害
を調整し、三方良しの解決を図ってきた。
食べる行為と作る行為者の事象の捉え方の相違が、よくわかった。
古美術商という狭い見識から離れて、美術・文化を深くする目が養われた。
すぐき漬けの認知度向上と、すぐき漬けの現状（衰退傾向）を多くの方に理解していただけたので。
地域の方々の協力無くして事業はできないので。
町並み保存、国際支援等の大きなプロジェクトの場合、個人ではなくチームで活動するため、より大きな成果を得ることができる。
価値のないものと処分されてしまう乳牛の雄牛の価値を高め商品価値を上げる意義などを見つけることができた。また、わずかではあるが一
般への認知もできた。
・一次生産者および地域経済の活性化・支援に貢献できたため ・日本料理の魅力・本質の普及および更なる発展に貢献できたため
食卓の課題を抽出していくと消費地と生産地の概念が顕在化している。生産地での消費を促すと食文化として価値が見えてくるため。
食文化は、多様であることが重要だが、多様すぎて、きっかけが難しい。観点を整理する上で、技術が引き継がれているプロの世界、プロの
料理人の眼を通してみることで、考察しやすいと考えている。
鶏の屠殺の仕方の背景に宗教的理由があり、それが血生臭さと関係すること（需要の限定）、ナスの接ぎ木栽培。



  

 

 20

  



  

 

 21

 

 

 

  

▶食文化の研究自体の推進
研究支援のデータベースや基礎情報の整備、海外調査の推進、研究成果の発表機会の確保など具体的な研究支援に加え、郷土料理の体験会や料

理人への勉強の機会の提供、企業研究者が参加するためのマネタイズの可能性の高い研究領域の確保、若手研究者の議論の機会の確保など、研究
環境の整備についての意見が出ている。

学会のプロジェクト活動で、出版社との連携のもとに一括して全調査結果が概観できる状態になっているので、成果の活用が容易である。他の
様々な調査・研究の成果も、例えば食文化というまとまりの中で分野横断でデータベース化されると活用しやすいが、著作権の問題が出てくる
のが課題かと考える。
基礎データーの提供がスムーズだと研究が進めやすい。
海外に行くハードルが高いのが問題。予算もありますが、時間が取れないのでサバティカルの導入などを期待します。
食文化の研究は、業績評価にもつながるところだが、その成果を専門家に向けて専門誌で論文とするのか、一般向けの著書を出すのか、悩まし
いところがある。論文になっても著書にならない成果、著書にはなるが論文にはならない成果があるから。今所属している学会だと、食文化の
研究は論文になりにくいということもある。
コロナ禍なので、なかなか難しいと考えますが、いろいろな地域の郷土料理を食べる会のような催しが増えると嬉しいと思います。ついでに郷
土史と食のような催しも良いと思います。楽しみにしております。ツアーで全国を回って郷土料理をいただくのも良いですね。
実際に講演を依頼されて来ましたが、責任ある立場の料理人を除けば、あまりに学ぶ機会が少ない。調理法だけでなくうつわの文化背景を学ぶ
機会をもっと増やす必要がある。有名料理人と合同で茶会や食事会を開催することで、うつわの使い方などを学ばせてもらったり、うつわの歴
史をお伝えしたりする機会があります。このような機会をもっと頻繁に行う必要があると思いますし、観客も巻き込むことが良いと思います。
企業の研究活動としては、マネタイズが難しい（マネタイズのアイデアがない）ため、企業研究者が取り組みにくい。
食文化研究者の年齢構成のかたよりが、感じられる。経験に基づく知識での旧来の食文化ありきでの研究活動が中心であるため。若手研究者の
自由な活動が保障された討論の場が必要と考える。
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▶研究実施における困難
他分野との連携における難しさ、行政の無理解への指摘などがあった。
統計処理により、データーが生かされるかどうかが決まりますので、より高度なソフトにより解析する必要があります。それには、専門的知
識のある方とグループになる必要性を感じます。
研究内容での優先順位（重要度）情報や知識の漏れ。
異分野の研究レビューに時間がかかる。
すぐき漬けを日本農業遺産に登録することも研究の目的の一つであったが、京都府と京都市でたらい回しにされて、協力的でなかったので、
自身の力だけでは登録が難しいことが分かり、断念した。もう少し、行政機関が食文化について理解を示していただける仕組みがあれば良い。
社内の資料の整合性を検証する難しさ。
多分野にまたがるので日頃から人脈を大切にする。
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▶その他、学問としての未成熟さなど
その他、学問領域として成熟していないなどの意見があった。
食文化の語彙が定まっていないと感じ、メリットなどの期待が呼び起こされにくい。
食文化の研究は事例紹介が中心で、理論のようなものが少ないから。
日本料理を海外へ売るときに料理に沿う、うつわやしつらえなどの美術性を伝える機会がない。
企業研究者が取り組みにくい。
私の興味関心事がマイナーである。
民間企業のデータや資料は秘匿されやすい。
研究者自身の確固たる問題意識と完遂させるという強い信念が最も重要と考える。

▶その他、学問としての未成熟さなど
その他、学問領域として成熟していないなどの意見があった。
食文化の語彙が定まっていないと感じ、メリットなどの期待が呼び起こされにくい。
食文化の研究は事例紹介が中心で、理論のようなものが少ないから。
日本料理を海外へ売るときに料理に沿う、うつわやしつらえなどの美術性を伝える機会がない。
企業研究者が取り組みにくい。
私の興味関心事がマイナーである。
民間企業のデータや資料は秘匿されやすい。
研究者自身の確固たる問題意識と完遂させるという強い信念が最も重要と考える。

33

▶食文化研究の実施の難しさ
食文化研究は、⾧期に亘り、且つ、他分野との連携が必要となる。一方で、現状は、学会が縦割りであり、また、料理人と研究者との間にも垣根が

あるなど、横断的な活動が難しい。こういった構造的な問題が大きな阻害要因となっているとの指摘が多い。
日本の食文化は、日本列島のいたるところで独特の食が育まれてきたので、それらを調査研究するには⾧期間を要すると思います。調理科学会の取
り組みのように日本全国に調査員がおり調べられるのであれば、それは素晴らしいことだと思います。
研究者と料理人の垣根の解消。
地球規模的な食の課題・テーマなどに興味を示す生産者、加工業者、消費者をコアメンバーに、最初は小規模の集まりであっても、徐々に人的核を
構築出来たら理想だろうと思われる。
食文化の研究は、一つの専門分野で閉じる研究テーマではなく、文理融合も含めた学際的な研究体制が必要であること。そのため、既存の学術分野
を対象とした研究費助成の枠にとどまらない。
例えば、食分野の専門領域を極めた研究者が、課題の背景に食文化が影響しているかもしれない、と気づき、研究に着手するケースが多い。
自身の場合は、ソーシャルイノベーションという領域で食文化を基に研究を進めていたため、食文化に関する専門家が少なく、専門家にたどり着く
までに時間を要した。また学内では基本的な領域が、総合政策であるため、他領域である食文化についての研究について評価を得にくい状況だった。
実践系は資格と直結している分野が強く、文系は歴史が古く論理的ではあるが、実践的な内容を受容していない。他方、発表の場への理解が乏しく、
大学内で領域横断的研究は厳しいと感じる。
食文化は歴史学的考察が不可欠だが、方法論が異なるため、同分野での十分な再検証を受けにくく、評価に繋がらない。また、加工法の考察は実験
による検証が不可欠であるが加工時期が年1回程度であるため短期での成果報告をなし得ず、単年度での論文発表数による評価等には非効率。
従来の縦割りの研究資金供給体制が確立されていて、学際的な接近からの資金獲得が難しい
調査研究の目的や成果の活用方途が硬直化しがちで、現場の総合的な理解や柔軟な対応をとるための中立的な視点を得る訓練をする場がない。
食材を育むところから（土壌改良や従事する人も含め）、食文化として調査・研究するには短期間では成果が出にくく、年間でアプローチしていく
には資金的にも人材確保的にも難しい。市場に集中・定着するまでを考えるとなるとある程度の期間が必要になるため（SNSなどでバズらせるとい
うのも中々難しい）。
弊社は一次生産者・文化関係者・研究者などの方々とのネットワークを持っており、主要テーマである「日本料理・食文化の本質」に関する調査・
研究を実施していますが、より深い洞察を得るためには、やはり幅広い関係者との協業が今後も必要になってくると考えています。国内・海外でど
のような調査・研究が進んでいるかが分かり、且つ、その方たちと繋がれるプラットフォームがあれば、調査・研究が更に促進されると考えていま
す。
地球規模的な食の課題・テーマなどに興味を示す生産者、加工業者、消費者をコアメンバーに、最初は小規模の集まりであっても、徐々に人的核を
構築出来たら理想だろうと思われる。

▶資金、時間の問題
そもそも研究資金が賄えない、授業などが忙しく、食文化の研究をしている時間が取れないなどの意見があった。
所属機関での授業コマ数が多く、その合間を縫っての研究であるため、地道に聞き書きなどで足を運ぶことが難しい。
サバティカルがない。留学も若手中心なので私が行くことが難しい。
調査研究の資金が無ければ研究調査の継続が困難であるため（仕事や生活を犠牲にしてまでは調査は難しい）。
日本の大学で教えると担当する科目も多いし、委員会の仕事も非常に多い。もし、信頼できる研究補助者が見つかったら、もっと効率的に研究がで
きる。
食文化を検討する時には、その土地の食を感じることも大切な要因となる。そのための費用は高額となることが多い。
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▶国による推進への期待
国への期待としては、国による伝統食品のデータベース化や食文化研究の国家プロジェクト化、国民への啓発などが必要という意見がある。また、

異分野での連携を進めるためには、そのための体験の場を用意することが求められるのではないかという指摘もあった。
農水、家政学会、調理学会、伝統食品についての種々の研究会、農文協などを農水省が取りまとめて、日本の伝統食品についてのデータベース
を作成するとともに、研究者間のオンラインでの情報交換が可能なプラットフォームの構築ができればと思います。ご高齢の伝統的な技術はど
んどん失われていくので。かまぼこも、伝統的なものは消えつつあります。
多様な利害関係者間の調整という面倒な作業を身につけるためには、例えば協同運動の再建や体験が重要ではないだろうか。
個人や学会や研究会等を中心としてなされている成果を、国家的なプロジェクトとして、それらを統合・整理するような取り組みを行う必要が
あるのでは、と考える。
食研究が重要な課題であること（自然環境、災害、有機栽培、飢饉への警告など）を認知させる必要がある。

▶その他、基本的な考え方の変更など
食文化研究を進めるためには、文理融合や、研究と実践のバランス、マネタイズの発想を入れるなど、基本的な考え方を変えるべきでは、という

指摘があった。
学術界が、自然科学偏重でなくなること・・・。（答えになっていませんね）
建築、美術など作品発表や活動発表など、現実的な分野と学術的な追求とのバランスをはかるなど、抜本的に考えることが必要と思われる。
①研究成果を積み重ねていく ②根本的解決策なし
民間企業のデータが研究にのみ利用されることに対する理解、啓蒙。
マネタイズの考え方。
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▶多文化共生、比較食文化
比較食文化研究
多文化共生社会のインフラ整備に資する食文化研究、多様な外来の食文化の要素を積極的に取り入れた新し食文化の創造・発展・定着に関する
研究。
受容と変容。

▶食文化研究の手法
発信力です。
食文化研究の上で、学問的な共通認識。教科書の作成
人々の食生活を経済的側面や効率性の追求に留めず、文化的社会的側面も踏まえた｢豊かさ｣の表現として理解を促進する。
テーマではありませんが、若い方に興味・関心を持ってもらうために、結果をわかりやすい形で示すことが重要で、そのためには視覚的な表現
を心がけるべきだと考えます。
食文化から歴史に学ぶ
科学的な観点とニーズ把握
食文化と言われるものが、食に偏りすぎている。うつわや部屋のしつらえなど文化を広く捉えなおす必要がある。

▶その他個別テーマ
食べ残し、おすそ分け。
発酵食品、漬物（すぐき漬け）。
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（３）好事例・ニーズに関するヒアリング調査の結果 
① 好事例ヒアリング︓⼭形⼤学農学部教授 江頭宏昌⽒ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 好事例ヒアリング︓特定⾮営利活動法⼈うま味インフォメーションセンター 
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③ 好事例ヒアリング:奈良県産業振興総合センター/奈良県菩提酛による清酒製造研究会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 好事例ヒアリング:株式会社 ABC Cooking Studio 
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⑤ 好事例ヒアリング:諏訪市立諏訪南中学校栄養教諭北村準平氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 好事例ヒアリング:株式会社良品計画千葉・会津事業部 
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⑦ 好事例ヒアリング:株式会社良品計画食品部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 好事例ヒアリング:公立はこだて未来大学システム情報科学部教授和田雅昭氏 

※本事例については、連携体制が継続している好事例としてヒアリングしたもの。 
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⑨ ニーズヒアリング:クックパッド株式会社事業開発部 住朋享氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ ニーズヒアリング:バリューマネジメント株式会社丸岡直樹氏 
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⑪ ニーズヒアリング:dancyu編集⾧植野広生氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫ ニーズヒアリング:フードデザイナー中山晴奈氏 

  



  

 

 37

⑬ ニーズヒアリング:魚介フレンチabysseオーナーシェフ目黒浩太郎氏 
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（４）団体に関するデスク調査の結果  

公式ホームページ等で公開されていない項目は空欄とした。 

 

 
  

事業内容 交流・提
携・協働の
支援

▶食の文化フォーラム
定期的に、社会・人文・自然科学など20以上の領域の研究者やジャーナリストが一堂に介し、食をテーマ
に多角的な発表と討論を実施する会員制の研究討論会。成果については、1983年の「食のことば」から、
2019年の「『国民料理』の形成」まで、書籍『食の文化フォーラム』シリーズとして、毎年1冊、計37冊
出版されている。

▶公開シンポジウム
年1回、「食の文化フォーラム」の成果発表を行うとともに、適宜外部団体と共催のシンポジウムを開催。
基調講演＋パネルディスカッションを200人規模の会場で実施。2021年は「食の文化フォーラム」のシン
ポジウムとして「人間の食を考える―『食の文明論』からの展望―」を、2020年は人間文化研究機構との
共催で「食のサステナビリティ ～未来につなぐ食のあり方を考える～」を実施。

振興活動の
支援

▶季刊「Vesta」の発行
一般向けの食文化紹介誌。最新124号の特集は「食の装い」。世界各地の食の見た目のこしらえを紹介。ま
た、文献紹介や石毛直道氏の連載なども掲載。また115号より電子書籍版を発行。

▶「天皇の料理番」秋山徳蔵メニューカード・コレクション CD-ROM出版
「天皇の料理番」として知られる元宮内省主厨⾧・秋山徳蔵氏が自ら収集した多数のメニューカードをCD-
ROM化。

▶その他活動
蔵書などの資料貸出（2020年実績:森アーツセンター・ギャラリー「おいしい浮世絵展」へ貸出）、講

師の
派遣、など。

運営状況 収支 2020年度経常収益 205,151,665円
うち基本財産運用益 12,074,521円 5.9％

事業収益 3,771,002円.    1.8％ ※雑誌2,432,071円）
寄付金 188,300,000円 91.8%

2020年度経常収支 155,312,375円

理事など 理事⾧ 伊藤雅俊（味の素株式会社代表取締役会⾧、一般社団法人
全日本・食学会名誉理事）。

職員数
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事業内容 振興活動の
支援

▶その他の取組
・11月24日は「和食の日」の定着化
・「五節供に和食を」の運動推進（給食だよりや献立表を作成している全国の給食関係者が、和食国民会議
の五節

句素材を用いて給食だよりを作ると、和食国民会議の書籍がもらえる「給食だよりキャンペーン」、各部
会・

1204和食セッションでの講演会など）
・公式ロゴマーク・スローガンの設定
・ウェブサイト上でのバーチャル工場見学（5カ所）、コラム「くらしの歳時記」（17回）
・会員各社の食文化活動のウェブサイトでの紹介

運営状況 収支 （企業 正会員50万円、賛助会員5万円 ／ 団体 正会員3万円、賛助会員5千円 ／ 個人 正会員1万
円

賛助会員5千円）
（平成30年度調査で事業費年間1500万円～3000万円未満と回答）

理事など 代表理事会⾧ 伏木 亨（京都大学名誉教授。甲子園大学副学
⾧）

職員数
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3．食文化振興を巡る課題と、食文化振興プラットフォームの構築に

向けた提案 
 

 この章では、2章でまとめた現況調査の結果と検討委員会における各委員の意見を踏まえ、

食文化振興を巡る課題を整理するとともに、課題の解決に向け、食文化の調査・研究及び食

文化振興活動の促進に資する「プラットフォーム」の在り方とその実現に向けたポイントに

ついて本事業下に設置した検討委員会の提案を整理する。 

 

（１）食文化振興を巡る課題の整理 
① 全体を通した課題 

ステークホルダー間のつながりが乏しい 

現況調査や検討委員会における議論では、「現在の日本における食文化振興の課題とし

て、食や食文化に関わる人や組織がそれぞれ孤立しがち」、「分断が進んでいる」といった

趣旨の指摘が相次いだ。 

「学会が専門分野毎に縦割り傾向にある」、「食のメディアが伝える情報がランキングな

どに偏りがち」、「料理人や食に関心の高い者が地域の食・食文化を知りたいと思ってもア

クセスできる情報が乏しい」、「生産者間のネットワークが弱い」など、様々な領域におい

て、領域内外との繋がりが乏しいことを示唆する意見があがり、こうした分断の結果、食

文化を全体的に把握し、どういう方向で課題解決を進めるか、社会的な議論や認識共有が

深まらない現状にあることがうかがえた。 

 

② 食文化研究と振興を繋ぐ領域での課題 

調査・研究と振興活動とのプロセス共有・共創を促進する機運・枠組みが必要 

▶実業と研究とが繋がる認識が乏しい 

食文化振興に取り組む企業へのヒアリングでは、食文化研究者との連携やニーズが、

直接的にはあがらなかった。この背景として、そもそも、農学、食品工学、栄養学など

主に理系の分野では、研究と実業が歴史的に結びついており、企業を含む社会側に、ど

のような場面で研究者に専門知識を求めると良いか一定の認識がある一方、人文科学

系の食文化研究に関しては、社会側に、研究者の知見を求める発想が乏しい（イメージ

がわかない）場合もあるのではないかと思われる。 
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▶食文化への関心・理解の醸成の必要性 

地域の文化資源を観光資源として発信する活動に取り組んでいる者へのヒアリング

では、「調査・研究の成果に留まらず、各地に食文化に関する多様な活動事例があるに

も関わらず、ほとんどが知られていないのではないか」という指摘があった。 

また、食文化振興に取り組む地方自治体からは、食文化に対する関心の醸成、例えば、

「食文化を活かした地域振興や事業発展の効果を測る手法や基準等が開発されれば、

食文化への関心や理解が深まり、食文化に関する施策や事業に取り組みやすい状況に

つながるのではないか」、「食文化への関心が高まる働きかけができると良いのではな

いか」といった指摘があった。 

 

▶地域と研究と振興が繋がるルートがない 

「企業が事業活動において地域の食文化を調べようと、例えば古文書が読めたり地

域の歴史に専門性を有する者の協力を求めたいが、適切な相談先を探し出せない」、「自

治体が地域の食の文化財的価値を調べようとしても伝手がない」、「食を扱った表現活

動や地域振興活動に取り組んできた人が、これまでの活動を踏まえた食文化研究に取

り組みたいと思っても、指導を仰げる教官や所属先が見つけられない」等、研究に携わ

る側と振興に携わる側、研究に携わる側と地域とが結びつく機会が乏しい状況が見受

けられた。 

一方、研究に携わる側と振興に携わる側とが連携して具体的な活動や成果に繋がっ

た事例では、「研究側に実社会へのリスペクトがある」、「実社会の実情や課題を理解し、

地域等の資源を価値に転換する視点や多様な関係者を繋げる意欲、コネクション等を

持つ人が存在する」こと等が、ポイントとしてうかがえた。 

また、検討委員会では、「そもそも食文化は、一般の人の知的な営みそのもので、そ

の価値を探求する活動の担い手は研究者に留まらない。研究に携わる側が、現場の食を

支えている料理人、ジャーナリスト、企業や自治体の職員、家庭料理の担い手である一

般の人等を、研究の輪に迎え入れることが大切ではないか。それに向けた関係者の意識

醸成等、環境づくりが求められるのではないか」という指摘もあがった。 

 

③ 食文化研究推進の領域での課題 

 食文化に関する情報が散在、各関係者がアクセスできない 

▶食文化の情報の散在と消失 

日本の食文化の全体を捉えるには、高級な食や行事食だけでなく、普通の人の日常の
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食も含め、日本の各地域でどのような食が、どのような食材や技術、器などで成り立っ

ているか、また、それを支える関係者、経済・社会の仕組みはどうなっているか、背景

の自然風土等について、これまでの変遷も含めて、網羅的に把握する必要があるだろ

う。しかし、日々営まれている食生活の基本となる食になればなるほど、それが日常で

あるが故に、調査や記録の対象として認識されにくく、先人の知恵の結晶であっても、

気付かれることなく消滅していくものも多数あることが懸念される。 

本事業において、食文化の調査や情報の収集に取り組んできた者からは、「SNS等、

今ならではのツールも活用して情報を集められる可能性」への期待が示されるととも

に、「情報の集め方や、例えば確からしさの評価等まとめ方や一時的な分類に関する一

定の基準等が必要ではないか」といった指摘もあがった（確からしさが判然としない情

報であっても、まずは集めることが重要ではないか。そのためにも一定の分類基準が必

要ではないか、等）。 

  

▶調査・研究資料の手に入りにくさ 

現状で、食文化に関する情報を入手する先として、「（公財）味の素食の文化センター」

が最も多くあがった。一方、依然多くの情報が、全国の図書館・資料館、自治体の各部

署（農漁村振興や食生活改善業務を実施している部署など）、各企業の内部、研究者個々

人、あるいは各種の論文DB等に散在し、どこにどのような情報があるかの集約が進ん

でおらず、特に旧い資料の場合、論文や大学の紀要でもデジタル化が進んでいないもの

も多く、横断検索が困難な状態であることがうかがえた。また、「何に着目したら良い

かの勘所がないと、必要な情報を探し出すことは難しい」という指摘もあった。 

上記に加えて、研究者アンケートからは、研究者間の情報・資料面での交流に対する

ニーズがあがった。近年厳しさが増している研究者同士の競争が、研究者間における情

報の共有や協働研究を妨げがちになっている様子もうかがえた。 

 

▶食文化研究の体系化が課題 

研究者アンケートでは、食・食文化の研究にかかる課題として、「特定の学問領域だ

けでなく、多様な分野の連携、文理融合が必要」といった趣旨の指摘が多くあげられた。

また、「食文化のような学際的な研究には、分野全体を見渡すフレームワークや、異な

った分野の研究者同士が議論する上で共通概念・語彙が必要だが、十分でなく、そのた

めに共同研究の効率が悪い。終わる頃になってようやくコミュニケーションが取れた」、

「学会等で、分野横断で連携相手を探す活動や共同研究に取り組む訓練を実際に行っ
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て学際研究のノウハウを作った方が良いのではないか」といった声も寄せられた。 

 

▶振興視点からの情報整理も課題 

その他、「研究成果の整理（発信）のあり方が、それぞれの振興活動のニーズや事情

にあったものとなっていないため、研究が振興に直結しにくい」という指摘も見られ

た。 

 

④ 研究体制整備の領域での課題 

研究を継続する環境が整っていない 

上述した具体的な研究推進上の課題に加え、食文化が、各学会や教育・研究機関で、研

究分野として十分に認められていないのではないか、との論点が浮かび上がった。 

具体的には、「発表の機会（学会誌、紀要等への掲載機会）が乏しいため、研究実績とな

りにくく、結果的にポストに結びつきにくい」、「食文化研究に対する費用も確保が難しい」、

「食文化研究成果を評価できる者が乏しいことも相まって、競争的資金の獲得が容易でな

く、他の研究テーマに付随した計画でないと採択されにくい」といった指摘があがった。 

加えて、「近年の大学等の研究資金の競争的資金への依存が増え、それに伴う若手研究

者の雇用が短期化している。そのような状況も、短期では成果がでにくい食文化研究への

取組を一層難しくしている」ことも、指摘された。 

なお、研究者へのアンケートでは、上記の課題解決に当たって、「例えば栄養教諭資格の

必修科目化など、何等かの大きな制度変更が必要ではないか」という意見も複数見られた。 

 

 これまでまとめてきたことを、キーワード化し、図１に整理した。
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（２）食文化の研究・振興活動を促進する「プラットフォーム」のあり方と実

現に向けたポイント（検討委員会からの提案等） 
 

① 食文化振興プラットフォームのあり方 

（１）で整理した課題を踏まえ、本事業下に設置した検討委員会では、食文化の研究

と振興の循環を促進する「プラットフォーム」について、 

・ データ連携のようなシステム的なものではなく、まず、ステークホルダー間の壁を情

報面・人材面で乗り越え、人・組織をつなぐ交流の「場」のようなもの 

・ それをもとに、食・食文化に関わる情報が様々なステークホルダー間で共有され、研

究、教育、社会実装などの相互循環を通じて、知や社会的価値が共創され、食の重要

性に対する社会的理解を醸成し、豊かで持続可能な食文化の形成につながる基盤とな

ることが望ましい 

ということが提案された。 

 

② 食文化振興プラットフォームの実現に向けたポイント 

▶人・組織を繋げるところからスタートを（第１段階） 

分断を乗り越え、多様な関係者がゆるく連携するプラットフォームづくりを、どこか

ら、どのように始めていけばいいのだろうか。検討委員会からは、まずは、食文化の研

究や振興に興味を持つ多様な人々がゆるやかに集まり、既存の学会や業界などの壁を

越えて出会い、情報を交換し、繋がり合う機会が提供される「場」、全ての基盤となる

ような、人・組織、あるいは個々のネットワークがつながる「場」を作ることから始め

るのが良いとの提案がなされた。 

 

▶つながりをもとに、知や社会的価値、多様な取組みが共創される（第２段階） 

人・組織がゆるやかにつながる中で、情報や事例が共有され、知や社会的価値が醸成

される。また、課題意識や目的意識を共有しながら、共同研究のテーマや個別の振興活

動に繋がる可能性のある案件を議論し、関係者の役割分担や、将来的にプラットフォー

ムの役割を果たす個別のシステムや事業を模索する。あるいは、それぞれの研究成果の

振興活動への社会実装へと展開していくことが、次の段階として考えられる。 
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▶食文化振興プラットフォームのイメージと、その共有 

食文化振興プラットフォーム構築に向けた具体的なポイントとして、 

・ 食は、約70億人の全人類がステークホルダー。食文化の担い手は、大げさに言えば

人類全員である 

・ その上で、食文化振興プラットフォームは、海の幸・山の幸に関わる生産者、加工

業者、流通、飲食店、一般の消費者、研究者など食文化に関わる多様な関係者が自

由に入退出できる「場」であることが望ましい 

・ その「場」は、常設・固定的な「場」に加えて、各地の多様なフィールドにも設け

られると良い 

・ 高校生など次世代を担う若い人の参加を促していきたい 

といった意見があがった。また、 

・ 「プラットフォーム」という言葉のとおり、まさに駅のプラットフォームに例えら

れるのではないか。普通の電車から、新幹線、路面電車、蒸気機関車など、多様な

目的・仕様の列車が集まり発車していく駅 

・ そのホームには、人々が自由に集い意見を交わすパブのテーブルが多種多様に広が

っている 

・ 駅からは多様な食文化を想起する景観・食の風景と未来が見える 

等、食文化ならではのイメージについて様々な意見があがるとともに、そのような誰も

が理解できるようなイメージを図や絵に表し、共有できると良いのではないかといっ

た意見があがった。（図２） 
 

図２ 食文化振興プラットフォームとその展開のイメージ案 
宮田委員作画。食文化振興プラットフォームとその展開のイメージについて、 

検討委員会における意見を宮田委員が絵にし、この絵を元に更なる意見が交わされた。 
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③  今後の進め方のポイント 

▶人・組織のつなぎ方について 

人・組織をつなぐ具体的な「場」の設け方や配慮すべき事項について、 

・ リアルな対面の場に加え、いつでも、国内外を問わずつながることができるという

メリットをもつオンラインも、「場」として重要である。ハイブリッド形式も交え

ながら試行し、目的に応じたあり方を探ると良いのではないか 

・ 食文化の研究や振興に取り組む団体やネットワークが既に複数存在。こうした既存

のネットワークとどのように連携をしていくかについても検討していくべき 

という指摘もあがった。 

 なお、検討委員からは、「場」としてのオンラインの可能性について、既存SNSツー

ルの活用事例を交えたアイディアがあがった他、仮にホームページを設置する場合は

柔軟に修正できることやマメに更新されることの重要性について意見があがった。 

 

▶ネットワーク構築に向けて、熱量のあるコミュニティづくりを 

ネットワークを構築する上で、熱量をもったコミュニティづくりが重要なポイントで

あることと、そのためには、参加者が、当該ネットワークに参加することを通じ、「学習

の機会」、「情報の共有」、「研究成果」、「問題に対する解決策」、「お祭り／アワード」等

何らかのメリットを得られると実感できることが肝要であることが指摘された。 

その他、食文化振興を促進する土壌として、食文化への関心を高め、日々の生活にお

いて食を一層尊重するようになる働きかけの重要性、食業界含め多くの分野で当然の方

向性になりつつあるSDGsへの配慮、方向性や組織体制を検討する際の国際機関との連

携、コミュニティの「顔」でありけん引する存在の重要性、例えば表彰制度による後押

しなども、今後のポイント等としてあがった。 

 

▶今後の検討課題について 

 検討委員会では、食文化振興プラットフォームが備えるべき具体的な「機能」や「体

制」について拙速に答えを出すことは、その「機能」の形骸化につながるのではないか

との懸念が示された。 

前述のとおり人・組織をつなげる「場」づくりから始め、議論や具体的な取組み等を

踏まえ、食文化振興プラットフォームの「機能」をはじめ、より良いあり方について深

めて行くことが望まれる。 

 




